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令和２年度事業計画 

 

 

１ 地方公務員等研修支援事業 

地方創生・地方分権の時代にふさわしい地方公務員等の育成を図るため、都道府

県・市町村職員及び市町村議会議員等を対象とした研修を支援する。 

（1） 地方公務員等政策形成能力向上セミナーの開催 

地方公務員として必要な政策形成能力の向上を支援するため、専門講師によ

る講義や自治大学校の協力を得て開発した研修用教材による演習を内容とし

たセミナーを、地方公共団体等と連携し、全国５箇所程度で開催する。 

（2） 市町村議会議員政策形成支援セミナーの開催 

全国市議会議長会及び全国町村議会議長会の協力を得て、市町村議会議員の

政策形成能力向上の支援を目的に、専門の講師を派遣し、市町村議会事務局と

連携して、全国５箇所程度でセミナーを開催する。 

（3） 地方公務員等及び住民を対象とした公開講座の開催 

自治大学校の協力を得て、地域における現下の様々な行政課題をテーマに現

職の地方公務員、自治大学校卒業の退職公務員及び広く一般の住民を対象とし

た公開講座を、都道府県と連携して、全国２箇所程度で開催する。 

（4） 人材育成等専門家派遣事業 

総務省公務員部の協力を得て、人事評価結果の活用、女性活躍、働き方改革

及び高齢層職員の本格活用等に取り組む地方公共団体等を支援するため、専門

家を派遣し、情報提供、意見交換及びグループワーク等で構成する講習会を、

地方公共団体と連携して、全国１５箇所程度で開催する。 

 

２ 調査研究事業 

（1） ＳＤＧｓの達成に向けた地域協働のあり方及びその担い手育成に関する調査

研究事業 

  現下の市町村は、未だ曾て経験したことのない人口減少社会・超高齢社会が

出現するといった急速な社会的変化への対応が求められているうえ、地球温暖

化、グローバル化の進展による災害の多発、感染症の流行、有毒生物の増殖と

いった新たな課題への対応も求められている。 

このような課題に対処しつつ、中長期を見通した持続可能なまちづくりをす

るため、地方公共団体による持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の達成に向けた

取り組みが進められている。 

こうした情勢を踏まえ、地域コミュニティなど地域社会を担う多様な主体が

地域協働において果たすべき役割とそのための人材育成方策のあり方につい
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て調査研究する。 

以上の結果を報告書にまとめ、各地方公共団体等に配布する。 

（2） 講演会等の開催 

調査研究にあわせて、地域コミュニティ等の活動に関する先進事例の紹介を

中心とした講演会を全国５箇所程度で開催する。 

 

３ 研修用教材作成事業 

地方自治制度及び地方公務員制度に関する職員研修用教材を作成し、各地方公共

団体の利用に供する。 

 

４ 政策先進事例集等作成事業 

自治大学校の協力を得て、地方公共団体における行政課題の中から共通するテー

マを選定し、そのテーマごとに先進的な地方公共団体の取組事例を紹介した事例集

を作成する。また、自治大学校研修生の研修成果のうち、特に優れた論文を取りま

とめた優秀論文集を作成する。 

これら作成した事例集等は、各地方公共団体における政策立案の参考資料や職員

研修用教材としての利用に供するため、各地方公共団体の研修機関等に配布する。 

 

５ 国際研修事業への協力 

アジア・中欧諸国等において将来地方行政のリーダーとして活躍が期待される若

手行政官等を対象に、国や地方公共団体の政策に関する研修を行う政策研究大学院

大学の事業を受託する。 

 

６ 自治大学校研修生（卒業生を含む）の親睦と教養に関する協力 

自治大学校研修生が、在校時及び卒業後（自治大学校校友会）においても、相互

の親睦を図り、教養を高めるために行う行事等に協力するほか、自治大学校校友会

に関連する事務を受託する。 

 

７ 自治大学校研修生入校に関する業務の請負 

「総務省自治大学校施設の管理･運営業務請負契約」に基づき、自治大学校研修

生の「寄宿舎入舎に関する業務」並びに「研修経費の徴収及び国庫納入に係る業務」

を行う。 

 

８ 書籍販売等事業 

自治大学校において研修生が使用する教科書、参考書等の書籍販売等事業を行う。 
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９ 調査研究及び企画開発機能の強化 

 調査研究事業、研修用教材作成事業、政策先進事例集等作成事業を始めとする専

門的知識の必要な各種事業の実施に当たって複雑多様化する新しいニーズに対処

するため、外部人材の活用を図る制度であるエクスターナルアドバイザー及びリサ

ーチパートナー（令和元年度創設）の充実を図る。 

 

10 情報提供 

  各地方公共団体等に配布している調査研究及び企画開発の成果物等について、広

く一般の利用に供するためホームページを活用して情報提供を行う。 

 

 


